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自殺死亡に対する職業および配偶関係の相乗的関連
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目的　本研究は，配偶関係と職業の有無を組み合わせた各カテゴリーについて年齢の影響を調整し
た自殺死亡の相対リスクを算出することにより，自殺死亡に対する配偶関係および職業の関連
を明らかにすることを目的とした。

方法　1995年度，2000年度および2005年度の人口動態調査死亡票および国勢調査を用いて分析を実
施した。年度別・性別に配偶関係・職業の有無別の自殺死亡数および死亡率を算出した。また，
年度別・性別にポアソン回帰モデルにより，配偶関係と職業を組み合わせた各カテゴリーの相
対リスクを求めた。

結果　1995年度から2000年度にかけて，自殺死亡数では有職・無職を問わず有配偶者での増加が大
きかったが，増加率では離別と無職が重なった男性で 2倍超の上昇と顕著であった。また，男
女ともに，いずれの年度も離別と無職が重なった者の自殺死亡率が極めて高くなっていた。ポ
アソン回帰モデルにより，有配偶の有職者を基準とし，年齢の影響を調整した自殺死亡の相対
リスクを算出したところ，調査年度間で各カテゴリーの相対リスクに大きな相違はみられず，
男女ともに離別と無職が重なった者の相対リスクが一貫して極めて高いこと，および女性では
未婚と無職が重なった者の相対リスクも一貫して高いことが確認された。

結論　配偶関係と職業の有無を組み合わせた各カテゴリーについて年齢の影響を調整した自殺死亡
の相対リスクを算出したところ，調査年度を問わず男女ともに離別および無職は一貫して自殺
のリスクを高めうること，とりわけ離別と無職が重なった状態は極めてハイリスクであること
が示唆された。

キーワード　自殺，リスク因子，配偶関係，職業，相対リスク，人口動態調査

Ⅰ　諸　　　言

　WHOによると，2000年の世界の自殺死亡数
はおよそ100万人にのぼる1）。また，わが国に
おける自殺死亡数は1998年に急増し 3万人を超
えて以降その水準で推移し2）3），自殺死亡率は
諸外国と比較しても高い水準にある1）4）5）。よっ
て，自殺予防の推進は6）7），わが国が直面する
重要な課題のひとつである。

　地域の特性に応じた自殺予防対策を推進する
ためには，統計資料などに基づく自殺の実態，
とりわけ自殺関連行動のリスクを高める要因の
把握が重要である。このような観点から，人口
動態調査などの公的統計を用いた自殺のリスク
因子に関する研究が国内外で数多く行われてき
た8）。
　自殺関連行動のリスクを高める要因としては，
精神疾患，薬物乱用，身体疾患，低所得，自殺
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企図歴，親族等の自殺歴などが指摘されている
が9）-13），配偶関係および職業の有無と自殺死亡
との関連についても多くの研究が行われてき
た14）-25）。これらの研究では，概して離別および
無職が自殺のリスクを高めること，特に男性の
離別者や無職者の自殺リスクが高いことが示唆
されている。しかしながら，年齢の影響を考慮
したうえでの自殺死亡に対する配偶関係および
職業の有無の相対的なリスクについては明らか
でない。そこで，本研究は，人口動態調査死亡
小票を用いて，配偶関係と職業の有無を組み合
わせた各カテゴリーについて年齢の影響を調整
した自殺死亡の相対リスクを算出することによ
り，自殺死亡に対する配偶関係および職業の関
連を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　分析資料
　わが国の人口動態調査では国勢調査実施年度
に職業に関する情報が収集されるため，国勢調
査年度では配偶関係および職業の双方について
個人レベルでの分析が可能である。本研究では
1995年度，2000年度および2005年度の人口動態
調査死亡票および国勢調査を用いて分析を実施
した。人口動態調査死亡票の分析に際しては基
幹統計調査の目的外使用の承認を得た。自殺死
亡については，自殺で死亡した日本における日
本人を対象とし，ICD-10に基づく死因分類コー
ドが「故意の自傷及び自殺（X60-X84）」に該

当するものとした。自殺死亡率算出の際の分母
となる15歳以上日本人人口には，各年度の国勢
調査を用いた。
　なお，本研究は特定の個人や団体等に関する
情報およびヒト生体資料を扱わないため，倫理
面で特別の配慮を要する研究には該当しない。

（ 2）　統計解析
　年度別・性別に配偶関係（有配偶，未婚，死
別，離別）・職業の有無（有職，無職）別の自
殺死亡数および死亡率を算出した。また，年齢
の影響を調整したうえでの自殺死亡と配偶関係
および職業の関連を検討するため，年度別・性
別にポアソン回帰モデルにより，配偶関係と職
業を組み合わせた各カテゴリーの相対リスクを
求めた。モデルでは，主効果に関して 5歳階級
別年齢では15～19歳，配偶関係では有配偶，職
業では有職をそれぞれ基準カテゴリーとし，交
互作用に関しては有配偶かつ有職を基準カテゴ
リーとした。以上の解析にはSAS 9.2 for 
Windowsを用い，ポアソン回帰モデルは
GENMODプロシジャにより分析を行った。

Ⅲ　結　　　果

　1995年度，2000年度および2005年度について，
配偶関係と職業の有無を組み合わせた場合の自
殺死亡との関連を表 1に示した。自殺死亡数に
ついては，1995年度から2000年度にかけて離別
と無職が重なった男性で倍増し，2005年度もほ

ぼ同水準で推移して
いた。女性について
も，1995年 度 か ら
2000年度にかけて離
別と無職が重なった
者の死亡数は約1.5
倍に増加していた。
　自殺死亡率につい
ては，男性ではいず
れの年度も離別と無
職が重なった者の死
亡率が極めて高く

表 1　配偶関係・職業の有無別の自殺死亡数および死亡率
自殺死亡数（人） 自殺死亡率（人口10万対）

1995年度 2000 2005 1995年度 2000 2005

有職 無職 有職 無職 有職 無職 有職 無職 有職 無職 有職 無職

男 　
　有配偶 4 157 2 264 6 103 3 891 5 018 3 716 15.6 45.2 24.2 60.1 21.2 50.3
　未婚 1 521 2 216 1 995 3 344 2 130 3 458 15.4 36.2 20.6 54.8 23.0 58.2
　死別 249 738 359 979 260 936 51.0 94.0 77.5 108.1 58.7 90.2
　離別 609 753 1 031 1 657 1 160 1 673 72.8 279.4 105.2 420.5 100.9 320.0
女    
　有配偶 725 2 258 810 2 695 661 2 382 4.7 13.9 5.4 16.0 4.5 14.2
　未婚 292 902 385 1 149 326 1 255 4.2 15.7 5.4 20.7 4.7 24.1
　死別 166 1 723 169 1 913 154 1 537 11.5 31.9 13.0 33.1 12.7 24.4
　離別 117 398 190 616 181 683 8.9 61.9 12.2 77.1 9.7 68.7
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なっていた。特に2000年度では420.5という高
率であり，1995年度の279.4から約1.5倍の上昇
となっていた。また，女性についても，離別と
無職が重なった者の自殺死亡率の高さが顕著で
あった。
　次に，年度別・性別に，ポアソン回帰モデル
による自殺死亡の多変量調整相対リスクを表 2
に，配偶関係と職業を組み合わせた各カテゴ
リーの年齢調整相対リスクを表 3に示した。な
お，表 2の多変量調整相対リスクについては，
各年度間でおおむね同一の傾向が確認されたこ

とから男女とも2005年度の結果のみを掲載した。
　表 3に示したように，2005年度の男性につい
て有配偶かつ有職の自殺死亡リスクを基準とし
た場合の各カテゴリーの相対リスクは，有職で
は未婚が1.56（95％信頼区間［CI］：1.48-1.65），
死別が3.31（95％ CI：2.92-3.76），離別が4.43
（95％ CI：4.16-4.73）であり，無職では有配
偶が4.10（95％ CI：3.89-4.32），未婚が7.25
（95 ％ CI：6.91-7.60）， 死 別 が8.37（95 ％ 
CI：7.70-9.11）， 離 別 が18.42（95 ％ CI：
17.40-19.50）であった。1995年度および2000
年度についても，2005年度と同様に無職の離別
男性の相対リスクは18以上と極めて高かった。
また，いずれの年度も無職の相対リスクは有職
の 4倍超，離別の相対リスクは有配偶の 4倍超
であった。
　一方，女性については，2005年度の有配偶か
つ有職の自殺死亡リスクを基準とした各カテゴ
リーの相対リスクは，有職では未婚が1.36
（95 ％ CI：1.19-1.57）， 死 別 が3.09（95 ％ 
CI：2.58-3.69），離別が2.17（95％ CI：1.84-
2.56）であり，無職では有配偶が3.52（95％ 
CI：3.22-3.84）， 未 婚 が12.54（95 ％ CI：
11.31-13.91），死別が7.11（95 ％ CI：6.37-
7.95），離別が17.49（95％ CI：15.67-19.52）
であった。1995年度および2000年度についても，
無職の離別女性の相対リスクは12以上，および
無職の未婚女性の相対リスクは12前後と高いも
のであった。また，いずれの年度も無職の相対
リスクは有職の約 4～ 5倍，離別の相対リスク

表 2　自殺死亡の多変量調整相対リスク（2005年度）
相対リスク（95％信頼区間）

男性 女性

年齢
　15～19歳 1.00 1.00
　20～24 4.60 ( 4.00- 5.28) 4.67 (3.86- 5.65)
　25～29 9.26 ( 8.09-10.59) 6.82 (5.64- 8.26)
　30～34 11.29 ( 9.89-12.90) 7.83 (6.49- 9.45)
　35～39 13.51 (11.83-15.43) 7.61 (6.26- 9.24)
　40～44 16.67 (14.60-19.03) 9.20 (7.56-11.19)
　45～49 20.72 (18.17-23.62) 9.40 (7.70-11.47)
　50～54 20.15 (17.69-22.95) 9.93 (8.18-12.05)
　55～59 21.84 (19.20-24.83) 10.24 (8.49-12.36)
　60～64 12.33 (10.81-14.07) 8.01 (6.62- 9.68)
　65～69 8.02 ( 7.00- 9.18) 7.31 (6.04- 8.85)
　70～74 7.15 ( 6.23- 8.20) 6.06 (4.99- 7.35)
　75～79 6.04 ( 5.23- 6.98) 6.23 (5.13- 7.58)
　80～84 6.71 ( 5.76- 7.82) 5.95 (4.86- 7.29)
　85歳以上 7.50 ( 6.40- 8.78) 6.54 (5.34- 8.00)
職業
　有職 1.00 1.00
　無職 4.24 (4.09-4.39) 5.08 (4.76-5.42)
配偶関係
　有配偶 1.00 1.00
　未婚 1.66 (1.59-1.73) 2.87 (2.66-3.08)
　死別 2.25 (2.10-2.40) 2.04 (1.89-2.20)
　離別 4.42 (4.23-4.61) 4.13 (3.82-4.45)

注　相対リスクはすべてｐ＜0.01

表 3　配偶関係および職業の有無による自殺死亡の年齢調整相対リスク
1995年度 2000

総数
（95％信頼区間：CI）

有職
（95％CI）

無職
（95％CI）

総数
（95％CI）

有職
（95％CI）

無職
（95％CI）

男 1.00 4.52 ( 4.32- 4.72) 1.00 4.21 ( 4.07- 4.36)
　有配偶 1.00 1.00 4.02 ( 3.77- 4.29) 1.00 1.00 3.63 ( 3.45- 3.81)
　未婚 2.16 (2.05-2.28) 1.90 (1.78-2.03) 10.45 ( 9.85-11.09) 1.80 (1.72-1.88) 1.53 (1.44-1.61) 8.03 ( 7.66- 8.42)
　死別 2.41 (2.23-2.59) 3.44 (3.02-3.93) 8.74 ( 7.92- 9.65) 2.26 (2.13-2.41) 3.44 (3.09-3.83) 7.33 ( 6.76- 7.95)
　離別 4.35 (4.10-4.62) 4.28 (3.93-4.67) 18.95 (17.51-20.52) 4.50 (4.30-4.70) 4.03 (3.77-4.31) 18.89 (17.87-19.98)
女 1.00 3.95 ( 3.69- 4.22) 1.00 4.22 ( 3.97- 4.48)
　有配偶 1.00 1.00 3.01 ( 2.77- 3.28) 1.00 1.00 3.13 ( 2.89- 3.39)
　未婚 3.19 (2.94-3.46) 1.69 (1.46-1.96) 11.99 (10.74-13.37) 3.04 (2.83-3.27) 1.67 (1.47-1.90) 11.64 (10.54-12.86)
　死別 1.74 (1.61-1.88) 2.08 (1.75-2.47) 5.33 ( 4.78- 5.95) 1.91 (1.78-2.05) 2.23 (1.88-2.64) 6.11 ( 5.52- 6.76)
　離別 3.30 (3.01-3.63) 1.87 (1.54-2.28) 12.14 (10.70-13.77) 3.86 (3.57-4.17) 2.23 (1.91-2.62) 14.50 (13.01-16.15)

注　相対リスクはすべてｐ＜0.01
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は有配偶の約 3～ 4倍，未婚の相対リスクは有
配偶の約 3倍であった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では，人口動態統計を用いて自殺死亡
に対する配偶関係および職業の関連を検討した。
配偶関係と職業の有無を組み合わせた場合，
1995年度から2000年度にかけて，男女ともにす
べてのカテゴリーの自殺死亡数・死亡率が増加
していた。自殺死亡数では有職・無職を問わず
有配偶者での増加が大きかったが，増加率では
離別と無職が重なった男性で 2倍超の上昇と顕
著であった。自殺死亡率についても，男女とも
にいずれの年度も離別と無職が重なった者の死
亡率が極めて高くなっており，離別と無職が重
なることが自殺のリスクを著しく高めることが
うかがえる。
　また，ポアソン回帰モデルを用い，配偶関係
と職業の有無を組み合わせた各カテゴリーにつ
いて，自殺死亡の相対リスクを算出した。調査
年度間で各カテゴリーの相対リスクに大きな相
違はみられず，男女ともに離別と無職が重なっ
た者の相対リスクが一貫して極めて高いこと，
および女性では未婚と無職が重なった者の相対
リスクも一貫して高いことが確認された。この
ように，少なくとも1995年以降の 3回の国勢調
査年度間で自殺死亡の相対リスクに大きな変化
はみられず，男女とも離別と無職が重なった者
の相対リスクが一貫して極めて高いことが示さ

れたといえる。さらには，特に男性については，
各年度とも離別かつ無職の者の相対リスクは離
別者の周辺相対リスクと無職者の周辺相対リス
クの積とほぼ等しいことから，離別と無職が自
殺死亡に及ぼす影響は相乗的であることが示唆
される。このように，離別および無職という 2
つの要因が重なった場合は自殺に対して極めて
ハイリスクな状態であるといえる。
　わが国では，自殺死亡数は1997年まで
2万 5千人前後で推移していたが，1998年に急
増して 3万人を超え，以後もその水準で推移し
ている2）。また，自殺死亡急増以前の1995年か
ら1997年にかけて完全失業率は男女ともに 3％
台前半で推移していたものの，自殺死亡が急増
した1998年に 4％を超え，その後2000年にかけ
ては 4％台後半で推移しており26），自殺死亡と
社会経済的要因，とりわけリストラ等による失
業・無職との関連が指摘されてきた27）。わが国
の人口動態調査では，職業に関する項目は人口
動態職業・産業別統計として国勢調査年度のみ
調査されるため，本研究では1995年以降の国勢
調査年のデータのみを分析対象とした。しかし
ながら，1995年度と2000年度および2005年度の
相対リスクを概観すると，1998年の自殺死亡急
増の前後を問わず，わが国では離別および無職，
とりわけ離別と無職が重なることは一貫して自
殺のリスクを顕著に高める要因となってきたこ
とが示唆される。すなわち，離別および無職は
1998年の自殺死亡急増後の2000年度および2005
年度について自殺のハイリスク要因と考えられ
るが，このような傾向は自殺死亡急増以前の
1995年度についても同様であり，少なくとも
1995年度以降のわが国では一貫した傾向である
と考えられる。
　その一方で，本研究では，調査年度および性
別にかかわらず，有配偶および有職の者は自殺
死亡の相対リスクが一貫して低かった。このこ
とから，配偶者がいること，および仕事に就い
ていることが自殺死亡に対する保護因子として
の役割を果たしていることが示唆される。その
背景としては，婚姻関係や就業の維持による支
持的ソーシャル・ネットワークの存在や社会的

および95％信頼区間
2005

総数
（95％CI）

有職
（95％CI）

無職
（95％CI）

1.00 4.24 ( 4.09- 4.39)
1.00 1.00 4.10 ( 3.89- 4.32)
1.66 (1.59-1.73) 1.56 (1.48-1.65) 7.25 ( 6.91- 7.60)
2.25 (2.10-2.40) 3.31 (2.92-3.76) 8.37 ( 7.70- 9.11)
4.42 (4.23-4.61) 4.43 (4.16-4.73) 18.42 (17.40-19.50)

1.00 5.08 ( 4.76- 5.42)
1.00 1.00 3.52 ( 3.22- 3.84)
2.87 (2.66-3.08) 1.36 (1.19-1.57) 12.54 (11.31-13.91)
2.04 (1.89-2.20) 3.09 (2.58-3.69) 7.11 ( 6.37- 7.95)
4.13 (3.82-4.45) 2.17 (1.84-2.56) 17.49 (15.67-19.52)
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孤立の軽減などが考えられる。
　本研究では離別や無職が自殺のリスクを高め
る要因であることが示されたが，同様の知見は
国内外の多くの研究で指摘されてきた14）17）21）22）。
なお，いくつかの先行研究では離別や無職が自
殺死亡に及ぼす影響は男性においてより強いこ
とが示唆されてきたが17）22），本研究では離別お
よび無職女性の自殺の相対リスクが年々上昇し，
2005年度の離別かつ無職の女性では17以上と極
めて高く，離別かつ無職の男性と同程度である
ことが示された。有配偶および有職の場合とは
逆に，離別や無職によるソーシャル・サポート
の欠如や社会的孤立，経済的困窮などにより自
殺の相対リスクが高率となっていることが考え
られる。
　離別および失業・リストラ等による無職は，
ともにそれまで有していた配偶関係および社会
的地位，生活手段などの喪失という点で共通し
ている。死別に関しても配偶者の喪失という点
では同様であるが，高齢になるほど体験しやす
いなどの点で，自殺死亡との関連においては離
別によるソーシャル・サポートの喪失や社会的
孤立と質的に異なると考えられる。自殺対策の
推進に当たっては，離別や無職といった，それ
まで有していた社会的関係や地域・コミュニ
ティとの接点を喪失した状態にある者，とりわ
け離別と無職の状態が重なっている者に対する
介入・援助が重要であろう。
　わが国は先進諸国と比較して離婚率や完全失
業率はいまだ相対的に低いものの，近年双方と
もに上昇傾向にある。他国と比較していまだ離
婚率や失業率が低く，そのため離婚や失業に対
するネガティブな態度が他国よりも強いと推察
されるわが国において，離別および無職の状態
は自殺関連行動のリスクをより高める可能性が
考えられる。今後，自殺予防の観点からの離別
者および無職者に対する支援の充実，例えば失
業者へのセーフティネットの拡充などが望まれ
る。
　本研究では人口動態調査を用いて配偶関係お
よび職業と自殺死亡の関連を検討してきたが，
わが国の人口動態調査で提供される配偶関係お

よび職業の情報は，あくまで自殺死亡時点での
配偶関係や職業についてのみである。したがっ
て，配偶関係については，例えば自殺死亡から
遡ってどのくらいその配偶状態にあったかとい
う，継続期間や配偶者間での子どもの有無と自
殺死亡との関連などの検討は困難である14）17）。
職業についても，あくまで自殺死亡時の職業・
産業についての情報が選択方式で把握されてい
るのみであり，失業の日時や失業期間，失業理
由などに関する情報は収集されていない。した
がって，人口動態調査を用いた本研究では配偶
関係および職業と自殺死亡との詳細な関連につ
いて明らかにすることは困難である。また，本
研究の結果を文化的背景の異なる他国の研究結
果と比較する際には注意を要する。
　最後に，本稿では配偶関係および職業の有無
と自殺死亡との関連を取り上げたが，多くの研
究報告12）28）で自殺のリスク因子として指摘され
ている精神疾患や薬物依存の有無，自殺企図歴
などについては検討されていない。例えば，精
神疾患は自殺死亡のリスクを高める要因である
とともに，配偶関係や就業の維持を困難にする，
すなわち離別や失業のリスクを高める要因でも
あると考えらえる。本研究で分析に用いた人口
動態統計は配偶関係や就業状態以外に利用可能
な調査項目が極めて限定されるものの，精神疾
患の有無といった他のリスク因子の効果を調整
した場合の配偶関係および就業状態と自殺死亡
との関連については今後の重要な検討課題であ
る。
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